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い状況である. 一方で, 東日本大震災の経験から, 広域
にわたる大規模災害時には, 行政が直ちに駆けつけて救
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Abstract
There is only a limited number of local doctors in Tokai city. In order to strengthen the mutual support function to
save as many lives as possible between the time immediately after a large-scale disaster and the arrival of external as-
sistance, the authors implemented a program to develop local nurses for a mutual support system in case of a disaster
in Tokai city. The subjects of the program were locally residing potential nurses who live in Tokai city. In the previous
year, a test program consisted of 3 courses was implemented. Based on the program evaluation, it was revised, and the
following 3 courses were newly added: "Listening to the experiences of disaster sites", "Assisting childbirth at shelters",
and "Creating a network among latent nurses". The overall understanding of each course among the participants was
high. However, one of the newly added courses, "Assisting childbirth at shelters", presented lower results compared
with the other courses, indicating a need to repeat the training. At the "Creating a network among locally residing po-
tential nurses", the participants carried out a group work for each residential area. Knowing their peers' existence in
the area created a sense of security and willingness to act at the time of a disaster and contributed to forming a foun-
dation that will result in building a mutual disaster support system. The study results indicate that the program




ナース育成プログラムを実施した. このプログラムは, 前年度に 3 回コースとして実施した試案を評価し, 新たに, ｢災害
現場での実体験を聴く｣, ｢避難所での分娩に対応する｣, ｢潜在看護職間のネットワークづくり｣ を内容に加えて, 全 6回コー
スに改編したものである. 研修の各回の理解度では, 全体的に高い評価が得られたが, その中でも, 新たに加えた ｢避難所
での分娩に対応する｣ の回が他の回に比べて低い結果となり, 繰り返し研修を実施する必要性を認めた. ｢潜在看護職間の
ネットワークづくり｣ では, 参加者が居住地域別にグループワークを行い, 仲間の存在を知ったことが安心感と災害時の行
動に対する意欲に結び付き, 災害支援共助システム構築に結び付く基盤の形成に寄与した. このプログラムは継続し, さら
に発展させる必要性が示唆された.
第 33 条の規定により, 2 年毎に看護業務従事者届けを
就業地の都道府県知事に提出することが義務付けられて
いるため, 所在が明らかである. しかし, 看護業務に従
事していない看護職の所在や数を把握する方法がなかっ
たため, わが国の潜在看護職数は, 免許保有者数から
64 歳未満の就業者数を減じる方法で推測し, 平成 24 年
時点で約 71 万人と見込まれているが2), 各県や市町単
位の実数・実態は全く明らかになっていないのが現状で
ある. その後, ｢看護師等の人材確保の促進に関する法








いが, 神奈川県看護協会では, 平成 27 年 10 月から平成
29 年 9 月までの 2 年間に神奈川県ナースセンターに届
出た潜在看護職数を 2282 人と発表している3). 神奈川










力を災害時に活用するために, 医師, 保健師, 看護師,
災害ソーシャルワーク専門家で構成する研究チームを平
成 27 年に発足し, 潜在看護職を対象とした災害救護支




























































DiRAN プログラム試案 (表 1) に参加した受講者の




には, 23 人中 11 人が参加した. ワークショップでは,
応急処置について繰り返し学習する, 潜在看護職同士の
メーリングリストを作成する, 産婦に対する対応を知る
などの 10 項目が抽出された (表 2). これら DiRANプ
ログラム試案の評価とワークショップの結果から 1回 3
時間で全 6 回の DiRANプログラムを作成した (表 3).













































回 日時・テーマ 内容 講師
1













2016 年 12 月 3 日 (土)
｢ＨＵＧを使って災害を体験しよう！｣























表 3 DiRAN プログラム
2) DiRANプログラムの参加者
作成したDiRANプログラムに参加した潜在看護職は
23 人で, 全員女性, 年齢は 34 歳から 72 歳, 平均 54.9
(±13.5) 歳であった. 各回の参加者は, 第 1 回 21 人,
第 2回 21人, 第 3回 19人, 第 4回 23人, 第 5回 22人,





テゴリーと実際の記述 (一部) を表 5に示す.






















































1回目 2回目 3回目 4 回目 5回目 6回目
潜在看護職 21 人 21 人 19 人 23 人 22 人 21 人
職種内訳
保健師 4 4 5 4 4 3
助産師 1 0 1 3 2 3
看護師 15 17 13 15 16 15
准看護師 1 0 0 1 0 0
表 4 DiRAN プログラム各回の参加者数







































〈日常生活の中に防災・減災の視点をもつ〉 日常生活の中で災害が起きたら・・の視点で地域, 近所を見る. 自宅をみる.
〈災害時の自分の行動を具体的にイメージできる〉 グループワークをすることで, 少しずつ災害時の行動が具体的に変わってきた.












































表 5 ｢自分の気持ちが今までと変わったこと｣ のカテゴリーと具体的な記述


















プログラム各回の理解度の平均点は, 第 1 回 3.82
(±0.39), 第 2 回 3.92 (±0.28), 第 3 回 3.84 (±0.36),
第 4 回 3.35 (±0.39), 第 5 回 3.74 (±0.34), 第 6 回
3.42 (±0.41) であった.
各回の理解度平均の差を一元配置分散分析で検定した
ところ有意差を認めた (F=6.71, df =5, 149 , p<.001).
そこで, Tamhane の T2 (p<.05) を用いて多重比較
を実施したところ, 第 4 回が第 1・2・3・5 回と比較し






は第 3 回の ｢HUG｣ で, 最も多かったのは第 4 回の
｢避難所での分娩対応｣ であった. ｢HUG｣ は机上ゲー
ムであることから, 1 回参加し実施内容がわかったこと
で, 繰り返し参加する意欲が減弱した可能性が考えられ








の自由記述では, 第 1回は ｢自分と家族｣ の安全の視点
が認められ, 第 2回で ｢地域｣ に目が向けられ, 第 3回
では支援者の立場で避難者をとらえるというように, 回
を追うごとに潜在看護職の視野が広がっていく様子がう





























表 6 第 6回研修におけるグループワークの結果
けることができない｣ という記述からは, 災害救助の基
本原則である CSCATTT の S (Safety :安全)7) に結び
付く重要な考え方であり, 潜在看護職が救助者としての
資質を持ち合せていることが示唆された. 引き続く, 第
4 回と第 5 回は, 医療従事者としての専門性の高い内容
であり, 自由記述からは ｢自信｣ というキーワードが認
められ, 看護職ならではの行動に結び付く可能性が示さ







3) 潜在看護職の理解度から DiRAN プログラムを考える
DiRANプログラムの第 1 回から第 6 回までの理解度




評価は得られた. しかし, そのなかでも, DiRANプロ
グラムに新規に取り入れた ｢避難所での分娩への対応｣
の理解度が最も低かった. 一方, 先行した試案では, 今
回の第 5回の ｢トリアージ・応急処置｣ と同等の内容の
回について, 受講した潜在看護職は他の回と比較して最
も理解度が低く, 演習時間が短いという意見をもってい
た8). しかし, 今回のプログラムの第 5 回については,
理解度は他と有意差を認めていない. 第 5 回は, 5 人の
受講者以外は, 同内容の 2回目の受講となる. このこと




につながった一因であると考える. 同様に, 第 6回も理
解度が低い回であった. 第 6回は, 初めて居住地域ごと
のグループ編成を行い, 居住地域の課題について話し合
うという内容であり, 第 4回と同様, 新規に取り入れた
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